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人生85年ビジョン懇談会発言要旨  

2008年1月16日、於厚生労働省  

「生涯現役社会を目指して」  

清家篤（慶鷹義塾大学、労働経済学）  

〔Ⅰ〕生涯現役社会とは  

（1）職業人として→年齢にかかわらず、働く意思と能力のある限り、能力を発揮する  

（2）家庭人として→引退後も所得の心配無く、個人生活を楽しむ  

（3）社会人として→年をとっても様々な形で社会とかかわり続けられる  

〔Ⅱ〕長くなる人生に備える「ストック」の重要性  

（1）職業人生→少なくとも60代半ばまで現役で→仕事能力ヘの投資  

（2）生活人生、社会人生→これも長く→金融・実物資産、余暇・社会参加能力に投資  

〔Ⅲ〕職業人として生涯現役で  

（1）恵まれた条件→健康、就労意欲、仕事能力の蓄積  

（2）意思を活かす制度変革→定年、年齢制限、年功制度、公的年金  

（3）人的資本投資→長距離競走型へ、長期研修休暇、大切な仕事人間  

〔Ⅳ〕家庭人として生涯現役で  

（1）老後の所得→公的年金、金融資産、住宅資産→個人の努力＋市場整備  

（2）長くなる人生を楽しむ→総「有閑階級」の時代、メリハリ（注：ライシュ）  

〔Ⅴ〕社会人として生涯現役で  

（1）とくに男性→ルスパン（注：岩男）、様々なコミュニティー  

（2）より広範な活動を→準公的分野広範に、団塊世代に期待（注：残間）  

〔Ⅵ〕地方の時代に  

（1）生活者の最適行動→都会の所得で地方生活、年金の特性、鍵は地方の楽しさ  

（2）コンパクトシティ→歩ける範囲で、一定の水準以上のサービスの質の確保  

（3）地域雇用開発→雇用は派生需要、サービス生産、消費者、社会保障での移転   



段階的に65歳までの雇用確保義務が課せられた。団  

塊の世代はちょうどこの雇用延長スケジュールに乗  

る世代でもあり、彼らが少なくとも60代半ばまで現  

役て働けるようになれ占£ その後の本格的生涯現役  

社会実朝′＼の良い道筋となる。   

政貯が2006年11月に実施した「中高年者縦断調査」  

によれば、団塊1塾代を含む50～59歳層の人たちの70．  

9％が60歳以降も「仕事をしたい」と答えており、こ  

の比率は男性では82．1％と8割を超える。これまで  

の高齢者と同様に、団塊の世代の人たちも高い就労  

意欲を推持しているといってよい。   

団塊の世代はその数においても、また蓄積された  

仕事経験・能力においても、人材の宝庫である。高  

度成長期に就職し、若いときにしっかりと仕事能力  

を身につける傲会に恵まれた上に、日本経済がいち  

早くオイルショックを克服し、先進国の中でもっと  

も輝いていた1970年代後半から1990年代初頭まで＼  

第一線の担当者やミドルマネジメント層として、素  

晴らしい仕事経験を積んできた。こうした仕事経験・  

能力を蓄積している団塊の世代の人びとが、これか  

らも働き続けたいと考えていてくれるということは、  

日本経済全体にとってとても有り難い「人材のボー  

ナス」といえるのである。  

Ⅰ．高齢者雇用の促進と   
団塊世代への期待  

日本はいまものすごい勢いで高歯糾ヒを経験しつつ  

ある。2005年の由勢調査でも、65歳以上の高齢人口   

比率は総人口の5分の1となっており、人口推計に   

よるともう7年もすればこの比率は総人口の4分の  

1となる1。世界に類を見ない高歯糾ヒといってよい。   

これまでどおり60歳の定年を前提に、20代から50  

代の労働者が現役世代として社会を支え、60代以降  

は引退世代となるという枠組みを維持する事は不可  

能である。すでに公的年金制度においては、厚生年  

金の支給開始年齢を、段階的に65歳に引き上げつつ  

あり、原則として65歳までが現役世代となる。しか   

し2040年には、65歳以上人口が捻人口の3分の1に  

もなり、そうした時代に、65歳を現役世代と引退世  

代との線引きとすることも難しくなって〈るだろう。  

その意味で＼将来の本格的高歯崩土合においては、そ  

のように年齢で現役世代と引退世代を区分けするこ  

と自体を考え直すべきだろう2。   

本格的な高齢社会において、働く意思と仕事能力  

のある高齢者の能力を活かせるような「生涯現役社  

会」を構築することは、これからの雇用政策を考え  

る場合のもっとも重要なポイントのひとつなのであ  

る。さいわい日本では高齢者自身の就労意欲が、高  

齢化の進む先進国の中で際立って高い3。この好条件  

をぜひ活かすべきである。   

この点で、今年から60歳となる団塊の世代は、そ  

の生涯現役社会を作るための先駆けとなりうる。ち  

ょうど今年度から、上述のような厚生年金（定額部  

分）の支給開始年齢引き上げに合わせて、企業には  

Ⅰ．団塊の世代の能力活用を   
阻害する年齢差別   

団塊の世代の高い就労意欲と仕事能力を活かすこ  

とは、団塊の世代自身にとっても、また日本の社会  

全体にとっても好ましいことなのだ。問題はその実  

現を阻んでいる雇用制度である。とくに年齢差別的  

な雇用慣行の抜本的な見直しが不可欠だ。  
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いうまでもなくその典型が定年退職制度である。  

厚生労働省「雇用管哩調査」によると、2005年時点  

の日本で、30人以上の従業貞を雇用する企業の95．3  

％に定年退職制度が召在する。またその場合、職種  

等によらず企業内でユ律定年制を定めている企業（殆   

どの定年制度はこれにあたる）の91．12％がこの60歳  

に定年年齢を定めている。   

定年退職制度は、年齢だけを理由に従菓異を退職  

させる制度て－あり、その年齢を超えた人たちの就業・  

雇周の大きな妨げになる。ひとつは、そうした人た  

ちの就業意思を低めるということである。定年後も  

働き続ける人は少なくないが、それでも定年退職は  

引退の大きなきっかけになっている。   

例えばわれわれ自身のものも含め、これまでの計  

量卓上析によると、定年退職を経験することは日本で  

6叩この男性の就業確率を20％前後まで低下させてい  

る4。日本社会全体にとってみれば、定年退職制度が  

無ければ活用できたはずの労働力をそれだけ喪失し  

ている、ということになる。   

また定年後に働き続ける場合、定年を境に賃金が  

下ることが少なくない。上述の計量分析は定年退職  

を経験することによって、市場賃金が有意に低くな  

ることも示している。   

この点にかんして、われわれがかつて経済企画庁  

経済研究所で行ったSwitchingregressionによる分  

析では、60代の男性労働者は定年む経験することで、  

高賃金グノレープと低賃金グループのうちの後者に振  

り分けられる確率が有意に高まっていた5。定年退職  

制度が、これを経験した後の労働条件を悪化させて  

いることは明らかである。   

また年をとっても働き続ける場合、その能力を十  

分発揮できるための条件として重要なことのひとつ  

は、長年従事してきた仕事を続けられるかどうかで  

ある。これについても、例えば60代で働いている男  

性労働者のうち、55歳当時の職種と同一一の職種で働  

いている人たちの比率は、定年退職経験をした人ほ  

ど、有意に低くなっている6。   

このように定年退粥妨り度によって、定年が無ければ  

働き続けた人が労働市場から退出し、定年退職後働  

き続ける人は賃金を下げ、長年培った能力を清かし  

て働く可能性も低下させる。年齢差別的制度の弊害  

である。本格的高齢社会では是正されるべき制度だ。   

年齢差別的雇用慣行の弊害としてもうひとつ深刻  

な問題は、労働者を募集・採用しょうとする際に企  

業の設ける求人の年齢制限である。とくに中高年に  

なってから失業したときに、．この年齢制限は再就職  

の機会を大幅に制約することになり、団塊のせ代の  

再就職などにも大きな制約となる。   

企業が比較的若い年齢層に限定して求人を行うた  

め、年齢の高い失業者ほど応募級会は限られてしま  

っている。（表りは2000年からの厚生労働省の「職  

業安定業務統計」から年歯細りの有効求人倍率をとっ  

たものである。この間、労働需給は月を追って改善  

しているが、いずれの月で見ても有効求人倍率は  

45～49歳層を境に明らかに低くなっており、とくに  

50代から60代前半にかけては、項羞三でもまだかなり  

低い水準にとどまっている。   

この結果、中高年失業者の再就職が困難になる。  

（表2）は2005年の総務省「労働力調査（詳細結果）」  

における、失業者が再就職できない理由についての  

一覧である。45歳以上の年齢階層では再就職できな  

い理由のトッ70は「求人の年齢と自分の年齢とがあ  

わない」である。と〈に55歳以上の年齢層にな・ると、  

過半数がこの理由をあげている。この年齢層で若す  

ぎて雇ってもらえないということはないので、「求人  

の年齢と自分－の年齢とがあわない」は、求人の年齢  

よりも高い年齢になってしまったために再就職でき  

ないことを意味していることは明らかである。  

表1年齢階層別有効求人倍率  （％）  

層  

＼   以下  24歳  29歳  34歳  39歳  44歳  49歳  54歳  59歳  64歳  以上  

0．64  2．31  0．87  0．73  0．99  1．17  1．04  0．56  0，32  0．18  0．08  0．24  

0．55  1．92  0．73  0．58  0．73  0．91  0．83  0．52  0．29  0．21  0．11  0．52  

0．56  2．20  0．78  0．58  0，72  0．87  0．79  0．50  0．26  0．19  0．15  0，62  

0．70  2．74  0．97  0．73  0．86  1．03  0，94  0．64  0．34  0．23  0．19  0．75  

0＿88  3．72  1．15  0＿87  0．99  1．19  1．13  0．83  0＿48  0．31  0．29  1．09  

0．96  4．17  7．15  0．86  0．95  1．16  1．75  0．97  0．65  0．44  0．50  1．77   

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」  
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し竹ノ   

理由  賃金・給料が希望  勤務時間・休日など 求人の年齢と自分   自分の技術や技能が  希望する種類・内  条件にこだわらな  その他   

年齢階級   とあわない  が希望とあわない  の年齢があわない  求人要件に満たない  容の仕事がない  いが仕事がない   

15～24歳   5．5   9．1   3．6   9．1   45．5   9．1   1臥2   

25～34歳   9．5   11＿9   2．4   9．5   39．3   7．1   20．2   

35～44歳   7．8   17．6   15，7   7．8   27．5   5．9   17．6   

45～54歳   7．1   4．8   40．5   4．8   19．0   9．5   14．3   

55歳以上   表2 年齢階級別仕事につけない理由                                                                                                              3，4  1．7  53＿4  1．7   17．2   10．3   12．1   

（資料出所）総務省「労働力調査（詳細結果）J2005年より作成   

希望する賃金が高すぎて再就職できないのであれ  

ば、希望賃金を下げるというかたちの調整が可能で  

ある。企業の求める仕事能力が不足しているために  

再就職できないのであれば、必要な再訓練を受ける  

ことでその能力を身につけることも不可能ではない。  

しかし、年齢だけは本人の意思や努力で変えること  

ができない。   

ある年齢を超えているというだけで再就職できな  

いとなると、賃金や能力開発による調整の余地はな  

くなってしまう。その意味で、企業の募集・採用に  

際して－の年齢別限は、労働者本人の損失であるばか  

りでなく労働市場の効率を低めてしまっているので  

ある7。  

理由は、年功的な賃金制度である8。また年功的な昇  

進制度も同じような効果をもつ。   

年齢や勤続年数とともに賃金が上昇する制度のま  

まで定年を延長したり、廃止したりすれば企業は高  

賃金の高齢層を多く抱え込むことになる。同じよう  

な能力の者を中途採用しようというときにも、でき  

るだけ賃金を安く雇える者を選択しようとすれば、  

年歯綿IJ限をつけたくなるのは当痍だ。また年齢の上  

の者、勤続年数の長い者はより上位の職位につける、  

といった年功的な昇進制度をそのままに定年を延長  

したり廃止したりすれば、企業の中は管理職過剰と  

なってしまう。担当者レベルの仕事をしてもらう人  

を中途採用したいということになると、一定年齢以  

上の人は採用できないということになる。   

このように、年功的な賃金・・昇進制度が、定年退  

職制度や求人の年齢制限を必要としているとすれは  

雇用における年齢差別を禁止するためには、これら  

を見直さなければならない。そして実は、日本企業  

は、年功的な賃金をすでにだいぶフラットにしてき  

ているのである。（匡‖）は1錮3年、1993年、2003年  

の3時点で、年功賃金の傾斜がどのように変化して  

きたかを見たものである。ここでは大学卒・男性の  

標準労働者（学校卒業と同時に企業に入社し、同じ  

企業で勤続を積み重ねてきた労働者）の賃金を、20～24  

歳で勤続0－3年のものを100として見ている。   

固から明らかなように、年功賃金カーブは、1983  

年、1993年、2003年と、この20年間で明らかにフラ  

ットになってきており、この間に年功賃金制度の変  

革も着実に進んできていることは明らかだ9。年功的  

な昇進についても、多くの企業で管理職の階梯を少  

なくし、フラットな組織への組織改革を進めつつあ  

る。団塊の世代についても、その培った専門能力で  

仕事をし、その能力に合わせて賃金を支払うように  

すれば、企業にとってもけしてコスト負担にはなら  

ないはずである。  

Ⅲ．年齢を基準としない雇用  
制度に   

もちろんこのように定年退職制度や募集・採用の  

年齢制限といった年齢差別的な雇用慣行を企業がと  

るのには理由がある。理論的に見てもっとも大きな  

朗1フラット化する日蕃の年功賃金  
350  

300  

250  

200  

150  

100  

50  

・ 了   
・・ ・  ・ ・  

（注）各年とも人学卒・男性標準ガ働昔の、20～24歳・拗綻1～2イ】こを100  

として作成。横軸は年齢階層・勤続年数楷願  

（質料出所）J・／生劣佃帽「「賃金構造基本調査鞘告」から作此  
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先に述べたように、定年退職制度は60台以降も働  

き続けようとする人の賃金を有意に下げるが、これ  

は定年直前の賃金が高すぎることの反映でもある。  

60歳以前から賃金カーブをもっとフラットにしてお  

くことによって、60歳以降に雇用を伸ばす際にも賃  

金を急減させなくてすむようにすべきであろう10。   

もちろんこうした賃金カーブの改定は、それよっ  

て従業員の生活設計も変わって〈ることもあるので＼  

いきなり進めるのは無理であろう。労使の間の合意  

形成にある程度の時間は必要だ。しかし長期的には、  

退職や採用慣行と同時に、賃金や処遇についてもで  

きるだけ年齢を基準としない方向での抜本的見直し  

は不可欠である。  

ちんと実行することである。もちろんその際には、  

きるだけ定年延長というかたちで、年金の支給開始  

年齢と定年年齢を接続するようにすることが望まし  

い。そして、こうした60代前半までを現役とする流  

れを団塊世代の先導で確立した後に、さらに踏み込  

んで、雇用における年齢差別禁止といった、年齢を  

一切基準としない雇用社会の構築への合意形成をは  

かっていくべきであろう。  

（注）  

ユ 国立社会保障人口問題研究所の2006年12月の将来推計人口   

による。  

2 この考え方について詳しくは清家篤（2006）を参照されたい。  

3 たとえば＼60歳台前半の男性で働く意思のある労働力人口の   

比率を2004年で国際上団交してみると、日本の70．7％に対して、   

アメリカは57．0％、ドイツは37．3％、フランスは19．0％など   

となっており、日本は格段に高い。  

4 詳しくは、清家席・山田駕裕（2004）第4章などを参照され   

たい。  

5詳しくは、SeikeandYamada（1998）を参照されたい。  

6（注4）に同じ。  

7 なお政肝は2004年の高年齢者雇用安走法の改正によって、同   

年12月から、原則として碁集・採用に際して年齢制限をつけ   

ないよう雇用主に求めており、またやむを得ず年齢制限をつ   

ける場合には、同時にその理由を明記するように求めている。  

8詳しくは、清家（1998）第1章などを参照されたい。  

9 このような傾向は、高卒男子などでも見られる。  

10たとえば、「賃金構造基本調査」で60歳定年直前の55～59歳層   

の賃金と60歳定年直後の60－64歳層の賃金を比較すると、後   

者のケースて硫計的にも明らかに賃金はイ訂下する。  

11ヨーロッパ諸国も1990年代に入ると政策を転換し、周知のと   

おりEU諸国では、雇f引こおける年齢差別禁止ルールを導入し   

つつある。  

1260歳定年制はすでに1986年には努力義務となっている。  

く参考文献〉  

・清家篤（1998）『生涯現役社会の条件』中公新患  

・Seike A．and A．Yamada（1998）”TheImpact of   

MandatoryRetireTnentandthePublicPensionSystem   

onHumanCapitalLoss”，7JheKeizaiBu7乍5ehi．  

▼清家篤・山田篤裕（2004）『高齢者就業の経i弊学』日本経済新   

聞社。  

・清家篤（2006）『エイジフlト社会を生きる』NTT出版  

〔せいけ・あつし）  

Ⅳ．日本の高齢者雇用政策は  
このまま進め   

最後に政策課題について触れておこう。まず日本   

では、1970年代から一貫して高齢者の就業・雇用を  

促進する政策を進めてきた。これは個々に問題はあ   

ったとしても、長期的な高齢者社会の到来に備えた、  

基本的にはぶれの無い整合的な政策であった。   

高齢者の就業意欲が高い水準を維持している理由  

の一つはこうした日本の雇用政策の成果であるとい   

ってよい。これに対して、オイルショック後の1970  

年代後半から1980年代にかけて、失業率を下げるた  

めに高齢労働者の早期引退を促進するような政策を   

とったヨーロッパ諸国などでは、高齢層の就労意欲  

は極端に低下してしまい、今になって高齢者の就業・  

雇用促進に政策を転換しようとしても難しい状況と  

なっている11。   

高年齢者雇用安定法も着実に高齢者雇用を後押し  

てき7こ。60歳定年制を当初は努力目標として掲げ、  

最終的には1998年から義務化するといったかたちで  

定着させた。さらに上述のように、今年度からは、  

2013年に向けて段階的に65歳までの雇用確保を義務  

づけている。時間をかけて労使の合意形成をはかり  

つつ、なすべき方策を着実に進めてきている12。従っ  

てまず大切なのは、ニれまでの雇用政策の基本スタ  

ンスを維持し、その上でその基本線に添った目標を  

できるだけ高くし、それを着実に実現していくこと  

である。   

当面の課題は、団塊世代について、改正高年齢雇  

用安定法に定められた年齢までの雇用確保措置をき  
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景
気
は
拡
大
基
調
に
あ
る
と
は
い
 
 

、
え
、
そ
れ
は
い
っ
た
い
ど
こ
の
話
だ
、
 
 

と
い
う
よ
う
な
地
方
も
少
な
く
な
 
 

い
。
こ
う
し
た
地
域
間
の
経
済
格
差
 
 

は
い
ま
、
大
き
な
政
治
問
題
と
も
 
 

な
っ
て
い
る
。
い
わ
ゆ
る
地
方
の
反
 
 

乱
が
参
議
院
で
与
党
を
大
敗
さ
せ
た
 
 

こ
と
も
記
憶
に
新
し
い
。
 
 
 

と
く
に
問
題
と
な
る
の
は
、
東
京
 
 

な
ど
大
都
市
圏
と
、
そ
れ
以
外
の
地
 
 

方
と
の
間
の
格
差
だ
。
こ
れ
は
一
人
 
 

当
た
り
所
待
と
い
っ
た
面
で
も
そ
う
 
 

だ
が
、
所
得
の
源
泉
と
な
る
雇
用
機
 
 

会
の
面
で
顕
著
で
あ
る
。
一
部
大
都
 
 

市
圏
で
は
、
有
効
求
人
倍
率
が
2
前
 
 

後
と
、
中
小
企
業
な
ど
人
手
確
保
に
 
 

苦
労
す
る
ほ
ど
だ
。
し
か
し
、
有
効
 
 

求
人
倍
率
が
ま
だ
0
・
5
以
下
で
、
 
 

2
人
の
求
職
者
が
1
つ
の
求
人
を
奪
 
 

い
合
っ
て
い
る
よ
う
な
状
態
が
続
く
 
 

地
域
も
存
在
し
て
い
る
。
 
 
 

な
ぜ
こ
れ
ほ
ど
大
き
な
雇
用
の
地
 
 

域
間
格
差
が
あ
る
の
か
。
そ
の
理
由
 
 

は
細
か
く
言
え
ば
様
々
で
あ
る
。
し
 
 

か
し
そ
の
根
本
に
あ
る
の
が
、
雇
用
 
 

を
生
み
だ
す
生
産
活
動
の
地
域
間
格
 
 

差
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
 
 

い
。
雇
用
は
生
産
活
動
か
ら
生
ま
れ
 
 

↓
▼
－
1
」
y
ぺ
1
っ
 
 

雇
用
機
会
が
不
足
し
て
い
る
地
域
 
 

の
生
産
活
動
を
、
な
ん
ら
か
の
手
段
 
 

で
回
復
さ
せ
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
 
 

ひ
と
つ
は
企
業
誘
致
で
あ
る
。
と
く
 
 

に
雇
用
の
地
域
間
格
差
が
あ
る
と
き
 
 

に
は
、
人
手
不
足
の
地
域
か
ら
企
業
 
 

を
呼
び
込
む
可
能
性
は
高
ま
る
。
 
 
 

実
際
、
生
産
規
模
を
拡
大
す
る
に
 
 

際
し
て
、
人
手
不
足
の
東
海
地
方
な
 
 

ど
か
ら
、
ま
だ
求
職
者
が
多
く
、
賃
 
 

金
も
安
い
地
域
へ
の
工
場
展
開
な
ど
 
 

の
ニ
ュ
ー
ス
も
耳
に
す
る
。
た
だ
製
 
 

る
も
の
で
あ
り
、
生
産
活
動
が
停
滞
 
 

し
て
い
る
地
域
で
は
雇
用
が
増
え
る
 
 

は
ず
は
な
い
。
 
 

時
事
評
論
 
 

年
金
で
地
域
問
 
 

格
差
是
正
 
 

慶
鷹
義
塾
大
学
商
学
部
長
 
清
家
 
篤
 
 

■
－
■
■
．
メ
i
ト
叫
 
 

造
業
の
場
合
、
最
近
の
ハ
イ
テ
ク
工
 
 

場
で
は
あ
ま
り
雇
用
は
多
く
な
い
 
 

し
、
さ
ら
に
も
っ
と
労
働
力
が
豊
富
 
 

で
賃
金
の
安
い
発
展
途
上
国
の
海
外
 
 

立
地
と
、
つ
ね
に
競
争
し
な
け
れ
ば
 
 

な
ら
な
い
。
 
 
 

雇
用
を
増
や
す
と
い
う
意
味
で
よ
 
 

り
効
果
が
あ
る
の
は
、
非
製
造
業
を
 
 

活
性
化
さ
せ
、
そ
こ
で
の
生
産
を
増
 
 

や
す
こ
と
で
あ
ろ
う
。
製
造
業
に
比
 
 

べ
て
、
同
じ
売
り
上
げ
で
よ
り
多
く
 
 

の
雇
用
を
誘
発
し
、
し
か
も
国
際
競
 
 

争
の
影
響
を
受
け
に
く
い
。
実
際
、
 
 

大
都
市
圏
で
雇
用
を
増
や
し
て
い
る
 
 

事
業
所
の
多
く
は
、
様
々
な
サ
ー
ビ
 
 

ス
提
供
事
業
で
あ
る
。
 
 
 

実
は
従
来
、
地
方
で
は
公
共
事
業
 
 

が
こ
の
役
割
を
果
た
し
て
き
た
。
建
 
 設

業
が
地
方
で
大
き
な
雇
用
機
会
を
 
 

提
供
し
、
そ
こ
か
ら
さ
ら
に
様
々
な
 
 

関
連
サ
ー
ビ
ス
需
要
が
誘
発
さ
れ
て
 
 

い
た
。
し
か
し
今
日
の
財
政
事
情
を
 
 

考
え
れ
ば
こ
の
や
り
か
た
は
限
界
に
 
 

き
て
お
り
、
公
共
事
業
に
代
わ
る
 
 

サ
ー
ビ
ス
業
に
期
待
し
な
け
れ
ば
な
 
 

ら
な
い
。
具
体
的
に
は
、
小
売
、
飲
 
 

食
、
金
融
・
不
動
産
、
教
養
・
娯
楽
、
 
 

そ
し
て
医
療
∵
福
祉
・
健
康
増
進
な
 
 

ど
の
対
個
人
サ
ー
ビ
ス
だ
。
 
 
 

そ
う
し
た
サ
ー
ビ
ス
の
生
産
を
伸
 
 

ば
す
に
は
ど
う
し
た
ら
よ
い
か
。
ポ
 
 

イ
ン
ト
は
そ
れ
を
買
っ
て
く
れ
る
八
 
 

の
存
在
で
あ
る
。
サ
ー
ビ
ス
を
需
要
 
 

す
る
人
が
い
て
、
そ
の
人
が
サ
ー
ビ
 
 

ス
を
購
入
す
る
だ
け
の
所
得
を
持
っ
 
 

て
い
る
こ
と
が
必
要
だ
。
 
 
 

問
題
は
、
地
方
の
現
状
は
、
ま
さ
 
 

に
そ
の
条
件
が
成
り
立
た
な
い
と
こ
 
 

ろ
に
あ
る
。
雇
用
機
会
不
足
が
人
口
 
 

減
少
、
所
得
低
下
と
な
り
、
そ
れ
が
 
 

ま
た
サ
ー
ビ
ス
の
個
人
消
費
減
少
と
 
 

な
っ
て
雇
用
機
会
不
足
に
拍
車
を
か
 
 

け
る
と
い
う
悪
循
環
だ
。
 
 

つ
ま
り
、
地
方
に
雇
用
を
増
や
す
 
 

に
題
様
々
な
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
活
性
 
 

化
が
必
要
だ
が
、
そ
の
た
め
に
は
、
 
 
 

ヽ
l
 
ノ
 
「
＝
」
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そ
う
し
た
サ
ー
ビ
ス
を
買
っ
て
く
れ
 
 

る
人
が
地
方
に
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
 
 

い
。
し
か
し
、
地
方
に
住
む
と
雇
用
 
 

機
会
が
不
十
分
で
、
ま
た
働
く
場
合
 
 

も
賃
金
が
安
い
な
ど
経
済
的
に
も
不
 
 

利
な
の
で
、
わ
ざ
わ
ざ
地
方
に
移
り
 
 

住
も
う
と
い
う
人
は
少
な
い
。
し
か
 
 

し
、
こ
こ
に
ひ
と
つ
だ
け
可
能
性
が
 
 

あ
る
人
た
ち
が
い
る
。
 
 
 

年
金
生
活
者
で
あ
る
。
個
人
の
年
 
 

金
受
給
額
は
、
そ
の
人
の
年
金
拠
出
 
 

実
績
と
過
去
の
賃
金
で
決
ま
る
も
の
 
 

で
あ
り
、
現
在
ど
こ
に
住
ん
で
い
る
 
 

か
は
関
係
な
い
。
こ
れ
が
賃
金
で
あ
 
 

る
と
、
た
と
え
ば
東
京
な
ど
賃
金
の
 
 

高
い
大
都
市
圏
で
働
い
て
い
る
人
 
 

が
、
そ
れ
よ
り
賃
金
水
準
の
低
い
地
 
 

方
に
引
っ
越
し
て
そ
こ
の
企
業
に
再
 
 

就
職
し
た
ら
、
所
得
が
減
っ
て
し
ま
 
 

う
。
し
か
し
年
金
の
場
合
は
、
賃
金
 
 

の
高
い
大
都
市
圏
に
住
ん
で
働
き
続
 
 

け
て
い
た
人
が
、
そ
れ
に
応
じ
た
高
 
 

水
準
の
年
金
を
も
ら
い
、
引
退
後
に
 
 

地
方
に
引
っ
越
し
て
も
、
受
け
取
る
 
 

年
金
額
は
、
当
然
な
が
ら
ま
っ
た
く
 
 

同
じ
で
あ
り
、
所
得
が
減
る
と
い
っ
 
 

た
こ
と
は
な
い
。
 
 
 

す
る
と
、
同
じ
年
金
を
受
け
取
り
 
 

な
が
ら
生
活
を
す
る
な
ら
、
地
方
に
 
 

住
む
方
が
豊
か
な
生
活
が
で
き
る
は
 
 

ず
で
あ
る
。
地
方
は
大
都
市
圏
に
比
 
 ベ

て
、
賃
金
も
安
い
が
、
同
時
に
物
 
 

価
や
地
価
も
安
い
か
ら
で
あ
る
。
同
 
 

じ
1
万
円
の
年
金
額
で
買
え
る
モ
ノ
 
 

や
サ
ー
ビ
ス
の
数
量
、
あ
る
い
は
住
 
 

め
る
家
の
面
積
な
ど
は
地
方
の
方
が
 
 

大
き
い
。
 
 
 

他
の
条
件
が
〓
足
で
あ
れ
ば
、
年
 
 

金
生
活
者
は
、
わ
ざ
わ
ざ
物
価
や
地
 
 

価
の
高
い
大
都
市
圏
に
住
む
よ
り
 
 

も
、
地
方
に
住
ん
だ
方
が
よ
い
と
い
 
 

う
こ
と
に
な
る
。
と
く
に
、
働
い
て
 
 

い
る
間
は
高
賃
金
の
大
都
市
圏
に
住
 
 

み
、
年
金
生
活
に
な
っ
た
ら
物
価
も
 
 

地
価
も
安
い
地
方
に
移
り
住
む
と
い
 
 

ぅ
組
み
合
わ
せ
が
最
高
だ
。
 
 
 

実
際
、
自
然
豊
か
で
物
価
の
安
い
 
 

国
に
移
住
し
よ
う
と
す
る
年
金
生
活
 
 

者
も
い
る
。
同
じ
こ
と
は
国
内
で
も
 
 

合
理
性
を
も
つ
は
ず
だ
。
 
 
 

も
ち
ろ
ん
克
服
す
べ
き
問
題
は
あ
 
 

る
。
た
と
え
ば
都
会
暮
ら
し
の
人
が
 
 

地
方
に
移
る
と
き
、
住
宅
を
売
却
し
 
 

た
り
、
賃
貸
に
出
し
た
う
え
で
、
新
 
 

し
い
住
居
を
買
っ
た
り
、
借
り
た
り
 
 

す
る
の
は
大
変
だ
。
た
だ
こ
れ
は
、
 
 

住
宅
の
質
を
高
め
、
中
古
住
宅
市
場
 
 

を
整
備
し
、
あ
る
い
は
賃
貸
住
宅
に
 
 

関
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
充
実
す
る
よ
う
 
 

な
政
策
を
講
じ
れ
ば
よ
い
。
大
都
市
 
 

圏
で
住
宅
を
売
却
し
た
り
家
賃
収
入
 
 

を
得
た
り
し
て
、
地
方
で
も
っ
と
広
 
 

大
都
市
と
地
方
の
格
差
問
題
は
こ
 
 

れ
ま
で
も
ず
っ
と
存
在
し
て
い
た
。
 
 

こ
れ
を
縮
小
す
る
た
め
に
は
、
地
方
 
 

へ
の
所
得
移
転
政
策
が
不
可
欠
で
あ
 
 

り
、
実
際
こ
れ
ま
で
も
様
々
な
形
で
 
 

そ
れ
が
行
わ
れ
て
き
た
の
で
あ
る
。
 
 

ま
ず
は
生
産
者
米
価
維
持
と
い
っ
た
 
 

農
業
へ
の
移
転
所
得
政
策
で
あ
る
。
 
 

次
い
で
最
近
ま
で
は
公
共
事
業
と
い
 
 

う
形
で
の
地
方
へ
の
所
待
移
転
が
中
 
 

心
で
あ
っ
た
。
 
 
 

そ
の
ど
ち
ら
も
先
細
り
と
い
う
こ
 
 

と
に
な
れ
ば
、
そ
れ
ら
に
代
わ
る
所
 
 

得
移
転
手
段
を
見
つ
け
な
け
れ
ば
な
 
 

ら
な
い
。
そ
れ
は
社
会
保
障
政
策
と
 
 

な
ら
ざ
る
を
得
な
い
だ
ろ
う
。
む
ろ
 
 

ん
直
我
的
な
所
得
扶
助
と
い
っ
た
こ
 
 

と
は
最
後
の
手
段
だ
。
 
 
 

地
方
に
仕
事
が
増
え
て
、
そ
こ
か
 
 

ら
所
得
が
生
ま
れ
る
よ
う
な
形
で
、
 
－
 
 

社
会
保
障
を
活
用
し
た
い
。
そ
の
一
 
 

つ
が
、
年
金
と
い
う
制
度
を
通
じ
た
 
 

所
得
移
転
だ
。
年
金
を
受
給
し
て
い
 
 

る
人
が
地
方
に
移
り
住
む
こ
と
に
 
 

い
家
を
購
入
し
た
り
安
い
家
賃
で
借
 
 

家
を
し
た
り
す
れ
ば
、
さ
ら
に
地
方
 
 

暮
ら
し
の
豊
か
さ
は
増
す
こ
と
に
さ
 
 

え
な
る
は
ず
だ
。
 
 

よ
っ
て
、
所
得
が
地
方
に
移
転
さ
れ
 
 

る
。
そ
し
て
そ
の
所
得
が
、
サ
ー
ビ
 
 

ス
の
需
要
を
生
ん
で
雇
用
を
生
み
出
 
 

す
。
 
 
 

そ
う
し
た
年
金
生
活
者
の
需
要
す
 
 

る
サ
ー
ビ
ス
に
は
、
豊
か
な
自
然
や
 
 

新
鮮
な
食
材
を
楽
し
む
と
い
っ
た
、
 
 

地
方
な
ら
で
は
の
も
の
も
あ
る
。
同
 
 

時
に
地
方
に
住
ん
で
も
、
展
覧
会
や
 
 

演
奏
会
に
行
っ
た
り
、
映
画
や
芝
居
 
 

を
見
た
り
、
美
味
し
い
料
理
を
外
食
 
 

し
た
り
、
さ
ら
に
は
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
 
 

ブ
や
様
々
な
習
い
事
や
学
習
活
動
な
 
 

ど
の
楽
し
み
も
捨
て
た
く
な
い
。
こ
 
 

う
し
た
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
は
一
定
 
 

規
模
の
人
口
が
必
要
だ
が
、
地
方
で
 
 

も
中
規
模
都
市
で
あ
れ
ば
、
ビ
ジ
ネ
 
 

ス
と
し
て
成
立
可
能
だ
ろ
う
。
 
 
 

も
ち
ろ
ん
年
金
生
活
者
に
と
っ
 
 

て
、
病
気
や
要
介
護
と
な
っ
た
と
き
 
 

の
心
配
は
切
実
で
あ
り
、
良
質
の
医
 
 

療
。
介
護
サ
ー
ビ
ス
へ
の
需
要
も
大
 
 

き
い
。
こ
こ
に
は
政
府
の
財
政
援
助
 
 

も
増
や
す
べ
き
だ
。
地
方
に
移
住
し
 
 

た
年
金
生
活
者
の
必
要
と
す
る
医
 
 

療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
充
実
の
た
め
の
 
 

財
政
支
出
は
、
先
に
述
べ
た
こ
れ
か
 
 

ら
の
あ
る
べ
き
所
得
移
転
の
一
形
態
 
 

で
も
あ
る
。
結
果
と
し
て
年
金
生
活
 
 

者
を
呼
び
込
め
れ
ば
、
地
方
経
済
に
 
 

も
プ
ラ
ス
と
な
る
。
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